
                                         

                                     

 

西京防災融資『そなえⅡ』 
Ｂ－23－① 

                                     （２０２４年１０月２８日現在） 

 

 

 商品名 西京防災融資『そなえⅡ』  

 

 

 

 

 

 

 ご利用いた 

 だける方 

  

  

 

次の条件をすべて満たす中小企業者（法人・個人事業主）及び組合 

・当金庫または外部専門機関等による策定支援を受けた防災対策計画を有する 

方。 

・保証協会の保証を得られる方。 

・当金庫の会員となれる方。 

 ①当金庫の営業地区内（注１）に住所または居所を有する方。 

 ②当金庫の営業地区内の事業所に勤務されている方。 

 ③当金庫の営業地区内に事業所を有する方。 

 ④当金庫の営業地区内に事業所を有する法人の役員の方。 

  上記条件のいずれかに該当される方であれば、当金庫に出資していただき、

会員となることが出来ます。尚、会員となっていただかなくとも、ご融資が可

能な場合がございますので、詳しくは当金庫の窓口までお問合せください。 

 

 

 

 

 

 

 

 資金使途 

 

大地震等の被災時に被害を最小限にとどめるための以下の運転資金・設備資 

金。ただし、防災対策計画の実施に必要な資金に限ります。 

 ①建物の耐震診断の実施に必要な資金。 

 ②大地震等の発生に伴い倒壊の恐れがある建物の建替又は耐震補強工事の実施

に必要な資金。 

 ③防災工事の実施に必要な資金。 

 ④防災対策として空き家を解体するために必要な資金。 

 ⑤非常用電源の設置に必要な資金。 

 ⑥その他災害の発生に伴う被害を最小限にとどめるための取組の実施に必要な

資金。 

 

 

 

 

 

 ご融資金額 ・５億円以内  

 

 ご利用期間 

 

・３５年以内（１０年以内の据置期間含む） 

 

 

 

 

 

 ご融資利率 

  

・利率は、変動金利型又は固定金利型のいずれかを選択出来ます。 

・当金庫所定の利率を適用させていただきます。 

 

 

 

 

 ご返済方法 ・元金均等返済または元利均等返済  

 

 

 

 

保証人・担保 

 

 

 

         

手数料     

 

        

・連帯保証人は法人については原則代表者とし、組合については原則代表理事と

します。 

・個人については、原則不要です。 

・この融資の保証を含めて保証合計残高が１，０００万円以下の場合は原則とし

て担保は不要です。１，０００万円を超える場合は担保を要します。      

①西京防災対策（西京防災融資『そなえ』）（東京信用保証協会保証付）と併せ

てご利用の場合には、お借入時に保証協会に対して事務手数料及び保証料を次

の通りお支払いしていただきます。 

 ＊事務手数料（不動産担保を設定する場合） 

  当金庫不動産担保設定手数料：55,000円（消費税込み） 

 ＊保証料 

 ・ご融資金額、ご利用期間、借入人の業況などにより保証料は異なります。 

②本商品を単独でご利用の場合には、不動産担保を設定する場合に当金庫の不動

産担保設定手数料をお支払いいただきます。 

 

 

 



                                         

                                     

 

③返済条件を変更する場合や一部繰上返済を行う場合は、所定の事務手数料が必 

要となります。                   

苦情処理措置・ 

紛争解決措置 

 

・苦情処理措置：本商品の苦情等は、当金庫営業日に、営業店またはお客様相談室 

（9時～17時、電話 0120-131-811）にお申出ください。 

・紛争解決措置：東京弁護士会（電話 03-3581-0031）、第一東京弁護士会（電話  

03-3595-8588）、第二東京弁護士会（電話 03-3581-2249）の仲

裁センター等で紛争の解決を図ることも可能ですので、利用を希

望されるお客様は、当金庫営業日に、上記お客様相談室または全

国しんきん相談所（9 時～17 時、電話 03-3517-5825）にお申出

ください。 

また、お客様から、上記東京の弁護士会（東京三弁護士会）に直

接お申出いただくことも可能です。 

なお、東京三弁護士会は、東京都以外の各地のお客様にもご利用

いただけます。その際には、①お客様のアクセスに便利な地域の

弁護士会において、東京の弁護士会とテレビ会議システム等を用

いて共同で紛争の解決を図る方法（現地調停）、②当該地域の弁

護士会に紛争を移管し、解決する方法（移管調停）もあります。

詳しくは、東京三弁護士会、当金庫お客様相談室もしくは全国し

んきん相談所にお問い合わせください。 

その他 ・お申込みに際しては事前の審査がございます。審査の結果によってはご希望に添

えない場合もございますので、あらかじめご了承ください。 

・現在のご融資利率やご返済額の試算等については、当金庫窓口までお問い合わせ

ください。 

 

  （注１） 当金庫の営業地区は下記の通りです。 

  ・東京都２３区、三鷹市、武蔵野市、西東京市、東久留米市、小金井市、調布市、小平市、国分寺市、

府中市、東村山市、清瀬市、東大和市 

   埼玉県新座市、朝霞市、和光市、所沢市、入間市、狭山市、志木市 
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